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報告第２号 

 

一般会計予算の繰越しについて（繰越明許費） 

 

一般会計予算の繰越明許費について、次のとおり繰越計算書を調製したので、報告

する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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円 円

 ２ 総務費
 ３ 戸籍住民基本
　　台帳費

戸籍住民基本台帳事務費 2,728,000 2,728,000

 ７ 交通安全対策
　　費

放置自転車等対策事業 4,884,000 3,894,000

 ３ 民生費  ２ 児童福祉費
物価高対応子育て応援手当支給事
業

4,231,000 4,231,000

 ４ 衛生費  ２ 清掃費 廃棄物収集車両等維持費 10,705,000 10,704,227

 ６ 農林業費  １ 農業費 茶生産施設等整備事業 277,438,000 277,438,000

農業用用排水施設整備事業 20,484,000 5,184,000

農村地域防災減災事業 20,780,000 20,780,000

牧之原用水基幹水利施設管理経費 2,029,000 2,029,000

地籍調査事業 2,915,000 2,640,000

 ７ 商工費  １ 商工費 蓬莱橋周辺整備事業 35,800,000 35,800,000

 ８ 土木費
 ２ 道路橋りょう
　　費

道路施設管理経費 8,885,000 5,178,000

色尾大柳線改良事業（通常分） 58,546,000 58,546,000

谷口中河線改良事業（通常分） 49,045,000 46,327,000

細島南部１号・６号線改良事業
（通常分）

19,900,000 19,900,000

往還下牛尾線改良事業（通常分） 36,820,000 36,820,000

谷口道線改良事業（防災・安全重
点分）

40,357,000 36,039,403

令和７年度島田市一般会計予算繰越明許費繰越計算書

款 項 事　  　業  　　名 金　　額 翌年度繰越額
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国県支出金 市　　債 その他 国県支出金 市　　債 その他

円 円 円 円 円 円 円

2,728,000

3,894,000

4,231,000

7,900,000 2,804,227

277,438,000

1,728,000 3,456,000

19,950,000 830,000

2,029,000

2,214,000 426,000

11,900,000 23,900,000

5,178,000

23,155,000 20,800,000 14,591,000

16,750,000 15,000,000 14,577,000

7,200,000 6,400,000 6,300,000

14,785,000 13,300,000 8,735,000

19,745,000 14,500,000 1,794,403

左　  の  　財  　源 　 内  　訳

既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源
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円 円

島竹下線改良事業（防災・安全重
点分）

32,598,000 32,388,085

生活道路改良事業 43,005,000 34,695,565

生活道路改良事業（緊急自然災害
防止対策事業）

24,923,000 10,878,686

橋りょう長寿命化修繕・耐震事業 174,427,000 174,427,000

 ３ 河川費
河川改修事業（緊急自然災害防止
対策事業）

15,000,000 10,400,000

 ４ 都市計画費
ふじのくにフロンティア推進区域
整備事業

277,040,000 277,040,000

 ９ 消防費  １ 消防費 消防救急広域事務委託費 15,563,000 15,563,000

金谷出張所移転整備事業 41,100,000 21,120,000

消防自動車更新事業 58,813,000 58,813,000

通信機器管理経費 11,682,000 8,800,000

 10 教育費  ２ 小学校費 小学校施設管理経費 48,766,000 48,766,000

小学校体育館空調設備整備事業 58,550,000 58,550,000

 ３ 中学校費 中学校体育館空調設備整備事業 65,030,000 65,030,000

 ６ 保健体育費 横井運動場公園改修事業 45,760,000 45,760,000

 11 災害復旧
　  費

 １ 農林業施設
    災害復旧費

林道相賀小川線災害復旧事業 73,154,000 73,154,000

林道明ヶ島線災害復旧事業 20,362,000 20,362,000

款 項 事　  　業  　　名 金　　額 翌年度繰越額
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国県支出金 市　　債 その他 国県支出金 市　　債 その他

円 円 円 円 円 円 円

12,232,000 9,000,000 11,156,085

13,000,000 21,695,565

10,400,000 478,686

83,328,000 58,000,000 33,099,000

10,300,000 100,000

223,400,000 53,640,000

15,400,000 163,000

15,800,000 5,320,000

10,000,000 48,500,000 313,000

8,800,000

9,236,000 39,000,000 530,000

58,500,000 50,000

65,000,000 30,000

41,100,000 4,660,000

61,764,000 1,100,000 10,290,000

12,273,000 300,000 7,789,000

左　  の  　財  　源 　 内  　訳

既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源
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円 円

林道家山線災害復旧事業 75,458,000 43,776,000

1,676,778,000 1,567,761,966

款 項 事　  　業  　　名 金　　額 翌年度繰越額

合　　  計
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国県支出金 市　　債 その他 国県支出金 市　　債 その他

円 円 円 円 円 円 円

36,577,000 1,500,000 5,699,000

2,029,000 640,234,000 684,000,000 241,498,966

左　  の  　財  　源 　 内  　訳

既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源
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報告第３号 

 

水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費） 

 

水道事業会計予算の建設改良費の繰越しについて、次のとおり繰越計算書を調製

したので、報告する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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円 円

 1 資本的支出  1 建設改良費 建設改良工事 4,400,000 4,400,000

4,400,000 4,400,000

円

0

合　　  計 #REF!

地方公営企業法第26条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事　業  名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌年度繰越額

令和７年度島田市水道事業会計予算繰越計算書
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円 円

0 煎餅屋橋添架管布設替工事

0

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明

円

4,400,000

4,400,000

過年度損益
勘定留保資金

-15-



 



報告第４号 

 

公共下水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費及び事故繰越し） 

 

公共下水道事業会計予算の建設改良費の繰越し及び事故繰越しについて、次のと

おり繰越計算書を調製したので、報告する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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円 円

 1 資本的支出  1 建設改良費 管渠建設工事 256,096,000 161,140,816

256,096,000 161,140,816

 1 下 水 道
　 事業費用

 1 営業費用 処理場事業

令和７年度島田市公共下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第26条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事　業  名 翌年度繰越額

合　　  計

支払義務
発 生 額

94,955,184

円

94,955,184

予算計上額

合　　  計

円

9,838,400

9,838,400

支払義務
発 生 額

地方公営企業法第26条第２項ただし書の規定による事故繰越額

款 項 事　業  名 予算計上額

円
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円 円 円 円 円 円

118,300,000 31,483,000 5,178,000 6,179,816

下水道工事占用申請業務委託
ほか１委託
ガス管移転補償
中溝町地内汚水枝線整備工事
（１工区）ほか２工事

118,300,000 31,483,000 5,178,000 6,179,816

円 円

コンデンサ等の更新において
部品の納品に時間を要し、工
事の着手が遅れたことによ
る。

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明
企業債 国庫補助金

過年度損益
勘定留保資金

工事負担金

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明

左の財源内訳

過年度損益
勘定留保資金

円

9,838,400

不用額

9,838,400

円

翌年度繰越額

9,838,400

9,838,400
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報告第５号 

 

専決処分した事件の承認について 

 

島田市税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、議会

の承認を求める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

島田市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年３月31日専決 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市税条例の一部を改正する条例 

島田市税条例（平成17年島田市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

第18条の３中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第19条中「、第81条の６第１項」を削り、同条第２号及び第３号中「第81条の６第

１項の申告書、」を削る。 

第33条第３項中「以下この項及び次項並びに」を「次項及び」に改め、「｡)」の次

に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項において同じ｡)」を加える。 

第80条第１項を次のように改める。 

軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有者に課する。 

第80条第２項を削り、同条第３項中「種別割」を「軽自動車税」に、「、第１項」

を「、前項」に、「その使用者に」を「当該軽自動車等の使用者に軽自動車税を」に

改め、同項ただし書中「これを課さない」を「この限りでない」に改め、同項を同条

第２項とする。 

第81条第１項を次のように改める。 

軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保している場

合には、買主を軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

第81条第２項中「３輪以上の軽自動車の取得者又は」を削り、同条第３項及び第４

項を削る。 
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第81条の３から第81条の８までを削る。 

第82条（見出しを含む｡)中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第83条（見出しを含む｡)中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第85条（見出しを含む｡)中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第87条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第１項中「種別割」を

「軽自動車税」に、「施行規則第33号の４の２様式」を「施行規則第33号の４様式」

に改め、同条第２項及び第３項中「施行規則第33号の４の２様式」を「施行規則第33

号の４様式」に改める。 

第88条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第89条（見出しを含む｡)中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第90条の見出し並びに同条第１項、第２項、第４項及び第５項中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 

第91条第２項中「第80条第３項ただし書」を「第80条第２項ただし書」に、「種別

割」を「軽自動車税」に改め、同条第７項中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。 

附則第７条の３の２に見出しとして「（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除）」を付し、同条第１項中「居住年が平成11年から平成18年まで又は」を「同法第

41条第１項に規定する居住年が」に、「において、前条第１項の規定の適用を受けな

いときは」を「には」に、「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４第５

項」に改め、同条第２項中「附則第７条の３の２第１項」を「附則第７条の３第１

項」に改め、同条を附則第７条の３とする。 

附則第８条第１項中「令和９年度」を「令和12年度」に改め、同条第２項中「、附

則第７条の３の２第１項」を削る。 

附則第10条の２第３項中「附則第15条第14項」を「附則第15条第13項」に改め、同

条第４項中「附則第15条第21項」を「附則第15条第20項」に改め、同条第５項中「附

則第15条第22項第１号」を「附則第15条第21項第１号」に改め、同条第６項中「附則

第15条第22項第２号」を「附則第15条第21項第２号」に改め、同条第７項中「附則第

15条第22項第３号」を「附則第15条第21項第３号」に改め、同条第８項中「附則第15

条第23項第１号」を「附則第15条第22項第１号」に改め、同条第９項中「附則第15条

第23項第２号」を「附則第15条第22項第２号」に改め、同条第10項中「附則第15条第

25項第１号イ」を「附則第15条第24項第１号イ」に、「３分の２」を「２分の１」に

改め、同条第11項中「附則第15条第25項第１号ロ」を「附則第15条第24項第１号ロ」

に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同条第12項中「附則第15条第25項第１号

ハ」を「附則第15条第24項第１号ハ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同条

第13項中「附則第15条第25項第１号ニ」を「附則第15条第24項第１号ニ」に、「３分

の２」を「２分の１」に改め、同条第14項中「附則第15条第25項第２号」を「附則第

15条第24項第２号」に、「７分の６」を「５分の３」に改め、同条第15項中「附則第

15条第25項第３号イ」を「附則第15条第24項第３号イ」に、「４分の３」を「３分の

２」に改め、同条第16項中「附則第15条第25項第３号ロ」を「附則第15条第24項第３

号ロ」に、「４分の３」を「３分の２」に改め、同条第17項中「附則第15条第25項第
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３号ハ」を「附則第15条第24項第４号」に改め、同条第18項から第20項までを削り、

同条第21項中「附則第15条第28項」を「附則第15条第27項」に改め、同項を同条第18

項とし、同条第22項中「附則第15条第32項」を「附則第15条第31項」に改め、同項を

同条第19項とし、同条第23項中「附則第15条第36項」を「附則第15条第35項」に改

め、同項を同条第20項とし、同条第24項中「附則第15条第37項」を「附則第15条第36

項」に改め、同項を同条第21項とし、同条第25項中「附則第15条第40項」を「附則第

15条第39項」に改め、同項を同条第22項とし、同条第26項中「附則第15条第41項」を

「附則第15条第40項」に改め、同項を同条第23項とし、同条中第27項を第24項とし、

第28項を第25項とし、同項の次に次の１項を加える。 

26 法附則第15条の11第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

附則第10条の３第７項中「附則第12条第16項」を「附則第12条第17項」に改め、同

条第８項中「附則第12条第19項」を「附則第12条第20項」に改め、同条第９項第４号

中「附則第12条第23項」を「附則第12条第24項」に改め、同項第６号中「附則第12条

第24項」を「附則第12条第25項」に改め、同条第10項第５号及び第12項第５号中「附

則第12条第31項」を「附則第12条第32項」に改め、同条第15項中「附則第12条第19

項」を「附則第12条第20項」に改め、同条第16項中「改修実演芸術公演施設」を「改

修特別特定建築物」に、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行規則（平成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に規定する通知書の写し及び

主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法律第49号）第２条第２項

に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である」を「施行規則附則第７条の２第

１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第14条第１項に規定する建築物移

動等円滑化基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む｡)又は同法第17条第３項第

１号に規定する同法第２条第20号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準に適合する」に改め、同項第３号を次のように改める。 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18

年政令第379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律第14条第３項の条例で定める同法第２条第18号に

規定する特定建築物を含む｡)のいずれに該当するかの別 

附則第15条の２から第15条の６までを削る。 

附則第16条の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「法第444条第３項に規

定する」を「道路運送車両法第60条第１項後段の規定による」に、「から第４項ま

で」を「及び第３項」に改め、「の種別割」を削り、同条第２項中「令和４年４月１

日から令和８年３月31日まで」を「令和７年４月１日から令和10年３月31日まで」に

改め、「の種別割」を削り、同条第３項中「法第446条第１項第３号」を「同項」に

改め、「及び次項」を削り、「令和４年４月１日」を「令和７年４月１日」に、「当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」を「令和８年度分」に改

め、「の種別割」を削り、同条第４項を削る。 

附則第16条の２の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「の種別割」を削
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り、「から第４項まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項及び第３項中「の種別

割」を削る。 

附則第16条の３第３項第２号、第16条の４第３項第２号及び第17条第３項第２号中

「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第７条の３

第１項」に改める。 

附則第17条の２第１項及び第２項中「令和８年度」を「令和11年度」に改める。 

附則第18条第５項第２号、第19条第２項第２号及び第20条第２項第２号中「、附則

第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第７条の３第１項」

に改める。 

附則第20条の２第２項第２号及び第５項第２号並びに第20条の３第２項第２号及び

第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」を「及び第７条の

３第１項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の島田市税条例（以下「新条例」とい

う｡)の規定中固定資産税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、令和７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和６年４月１日から令和８年３月31日までの間に新たに取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地方税

法（昭和25年法律第226号。次項において「旧法」という｡)附則第15条第25項に規

定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

３ 平成30年４月１日から令和８年３月31日までの間に旧法附則第15条の11第１項に

規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施設に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の軽自

動車税について適用する。 

２ この条例の施行の日前の３輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動車税の

環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例によ

る。 

（島田市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 島田市税条例の一部を改正する条例（平成26年島田市条例第28号）の一部を

次のように改正する。 

附則第５条中「の種別割」を削る。 
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報告第６号 

 

専決処分した事件の承認について 

 

島田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したの

で、議会の承認を求める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

専決第３号 

専 決 処 分 書 

 

島田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年３月31日専決 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

島田市都市計画税条例（平成17年島田市条例第51号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第７項（見出しを含む｡)中「附則第15条第14項」を「附則第15条第13項」に改

める。 

附則第８項（見出しを含む｡)中「附則第15条第32項」を「附則第15条第31項」に改

める。 

附則第９項（見出しを含む｡)中「附則第15条第36項」を「附則第15条第35項」に改

める。 

附則第10項（見出しを含む｡)中「附則第15条第37項」を「附則第15条第36項」に改

める。 

附則第11項（見出しを含む｡)中「附則第15条第41項」を「附則第15条第40項」に改

める。 

附則第21項を附則第22項とする。 

附則第20項中「第９項、第13項から第17項まで、第19項、第20項、第24項、第27項、

第31項から第33項まで、第36項、第37項、第41項若しくは第44項」を「第８項、第12

項から第16項まで、第18項、第19項、第23項、第26項、第30項から第32項まで、第35

項、第36項、第40項若しくは第43項」に改め、同項を附則第21項とする。 

附則第19項中「附則第13項及び第15項」を「附則第14項及び第16項」に、「附則第
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13項及び第16項」を「附則第14項及び第17項」に、「附則第14項、第16項及び第17

項」を「附則第15項、第17項及び第18項」に、「附則第16項から第18項まで」を「附

則第17項から第19項まで」に、「附則第18項」を「附則第19項」に改め、同項を附則

第20項とする。 

附則第18項を附則第19項とする。 

附則第17項中「附則第13項」を「附則第14項」に改め、同項を附則第18項とする。 

附則第16項中「附則第13項」を「附則第14項」に改め、同項を附則第17項とする。 

附則第15項中「附則第13項」を「附則第14項」に改め、同項を附則第16項とする。 

附則第14項を附則第15項とし、附則第13項を附則第14項とする。 

附則第12項の見出し中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」に改

め、同項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」に、「高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成18年国土交通省令第110

号）第10条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関

する法律（平成24年法律第49号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供す

る施設である」を「地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）附則第７条の２第

１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第14条第１項に規定する建築物移

動等円滑化基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む｡)又は同法第17条第３項第

１号に規定する同法第２条第20号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する

基準に適合する」に改め、同項第３号を次のように改める。 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18

年政令第379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律第14条第３項の条例で定める同法第２条第18号に

規定する特定建築物を含む｡)のいずれに該当するかの別 

附則第12項を附則第13項とし、附則第11項の次に次の１項を加える。 

（法附則第15条の11第１項の条例で定める割合） 

12 法附則第15条の11第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の島田市都市計画税条例の規定

は、令和８年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和７年度分までの都

市計画税については、なお従前の例による。 

３ 平成30年４月１日から令和８年３月31日までの間に地方税法等の一部を改正する

法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和25年法律

第226号）附則第15条の11第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項

に規定する改修実演芸術公演施設に対して課する都市計画税については、なお従前

の例による。 
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報告第７号 

 

専決処分した事件の承認について 

 

島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分し

たので、議会の承認を求める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

専決第４号 

 

専 決 処 分 書 

 

島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年３月31日専決 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

島田市国民健康保険税条例（平成18年島田市条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第５項中「法第703条の４第37項に規定する額」及び「その額」を「３万

円」に改める。 

第23条第１項中「）並びに」を「）、」に改め、「17万円）」の次に「並びに同条

第５項本文の子ども・子育て支援納付金課税額からカ及びキに掲げる額を減額して得

た額（当該減額して得た額が３万円を超える場合には、３万円）」を加え、同項第１

号に次のように加える。 

カ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

1,120円 

キ 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人

について70円 

第23条第１項第２号中「30万5,000円」を「31万円」に改め、同号に次のように加

える。 

カ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者
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均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

800円 

キ 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人

について50円 

第23条第１項第３号中「56万円」を「57万円」に改め、同号に次のように加える。 

カ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

320円 

キ 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人

について20円 

第23条第２項に次の１号を加える。 

(3) 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定め

る額 

ア 前項第１号カに規定する金額を減額した世帯 240円 

イ 前項第２号カに規定する金額を減額した世帯 400円 

ウ 前項第３号カに規定する金額を減額した世帯 640円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 800円 

第23条第３項各号列記以外の部分中「及び」を「並びに」に改め、「被保険者均等

割額」の次に「及び18歳以上被保険者均等割額」を加え、同項第１号中「第24条の30

の５」を「第24条の30の６」に改め、同項に次の３号を加える。 

(7) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の所得割

額 当該出産被保険者につき第11条の２の規定により算定した所得割額の12分の

１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

(8) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険

者均等割額 当該出産被保険者につき第11条の３の規定により算定した被保険者

均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(9) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以

上被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第11条の４の規定により算定した

18歳以上被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の18歳以上被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

第23条に次の１項を加える。 

４ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に18歳に達する日以後の最初の３月

31日以前である被保険者（以下「18歳未満被保険者」という｡)がある場合における
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当該納税義務者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割

額（当該納税義務者の世帯に属する18歳未満被保険者につき算定した被保険者均等

割額（前３項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）に限る｡)は、当該被保険者均等割額から、当該被保険者均等割

額に相当する額を減額して得た額とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の島田市国民健康保険税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民健

康保険税について適用し、令和７年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。 
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報告第８号 

 

専決処分の報告について 

 

物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、次のとおり専決処分した

ので、報告する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

専決第５号 

 

専 決 処 分 書 

 

物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年４月１日専決 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

和解等の 

内 容 

・甲（島田市）は、乙（●●●●●●）に対し、損害賠償の額とし

て、182,061円を支払う。 

・乙は、損害賠償額の全額を受領した場合には、今後、何ら異議の

申立て等をしない。 

相 手 方 

住 所 
●●●●●●●●●● 

相 手 方 

氏 名 
●●●●●● 

事故発生 

年 月 日 
令和８年１月29日 

事故発生 

場 所 
島田市中央町１番の１（島田市役所） 

事 故 の 

概 要 

本庁舎の駐車場において、公用車の右側ドアを開いた際に、駐車

していた相手方車両と接触し、左側ドアを損傷させたもの 
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議案第33号 

 

令和８年度島田市一般会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度島田市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ152,977千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ45,560,023千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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第１ 補

金 2,039,503

正

△71,754 1,967,749

19 繰入金 2,928,467 △21,774 2,906,693

1 基金繰入金 2,855,952 △21,774 2,

表

834,178

21 諸収入 787,504 651 788,155

5 雑入 593,036 6

款

51 593,687

項 補

22 市債 1,90

正

3,700 △60,1

　

前

00 1,843,60

の

0

1 市

額

債 1,903,700

補

△60,100 1,8

 

43,600

正

歳　　　　　入

 

　　　　　合　　　　

額

　計 45,713,0

計

00 △152,977

(

45,560,023

歳

単位

款 項 補正前の

 

額 補 正 額 計

(単位

:

 :千円)歳　出

千

3 民生費 16

円

,700,272 5,

)

013 16,705,

歳

285

　

1 社会福祉費 7,12

入

6,793 5,013

入

7,131,806

8 土木費 3,240,359 △158,990 3,081,369

2

1

道路橋りょう費 1,2

5

80,200 △158

国

,990 1,121,

庫

210

歳

支

10 教育

出

費 4,674,895

金

1,000 4,675

7

,895

,

2 小学校費 970,

5

132 1,000 97

6

1,132

4

歳　　　　　出　

,

　　　　合　　　　　

6

計 45,713,00

出

0

0 △152,977 4

9

5,560,023

△71,754 7

予

,492,855

算

2 国庫補助
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第２表 地方債補正 

１．変 更 

起 債 の 

目   的 

補  正  前 補  正  後 

限度額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 限度額 

起債の 

方 法 
利 率 

償還の 

方 法 

 
 

公 共 事 業 等 

千円 
 

274,800 

 
 

証書借入 

又は 

証券発行 

 
 
公的資金 

公的資金の

貸付利率によ

る｡ 

その他 

6.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率による。 

 

 
 
 公的資金に

ついては、そ

の融資条件に

より、その他

の資金は、そ

の債権者との

協議による。 

 ただし、市

財政の都合に

より据置期間

及び償還期限

を短縮し、若

しくは繰上償

還し、又は低

利債に借換え

することがで

きる。 

 

千円 
 

214,700 

 
 

補正前 

に同じ 

 
 

補正前 

に同じ 

 
 

補正前 

に同じ 
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議案第34号 

 

令和８年度島田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度島田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ4,455千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ9,533,580千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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第１ 補

4,318 2,227

正

536,545

7 繰入金 1,685,713 2,228 1,687,941

1 一般会計繰入金 1,488,343 2,228 1,490,571

表

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 9,529,125 4,455 9,533,580

款 項

款

補正前の額 補 正 額

項

計

(単位 :千円)歳

補

　出

1 総

正

務費 285,931 4

　

前

,455 290,38

の

6

1 総

額

務管理費 235,72

補

8 4,455 240,

 

183

正

歳　　　　　出　　　

 

　　合　　　　　計 9

額

,529,125 4,

計

455 9,533,5

(

80

歳

単位 :千円)歳　入

入

3 国庫支

歳

出金 2,127,72

出

3 2,227 2,12

予

9,950

算

2 国庫補助金 53
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議案第35号 

 

令和８年度島田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度島田市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ651千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ1,878,270千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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第１ 補

51 384,579

正

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,877,619 651 1,878,270

款 項 補正前の額 補 正 額 計

(単位 :千円)歳　出

表

1 総務費 13,204 651 13,855

1 総務管理費 4,185 651 4,836

歳　　　　　出　

款

　　　　合　　　　　

項

計 1,877,619

補

651 1,878,2

正

70

　

前の額 補 正 額 計

(

歳

単位 :千円)歳　入

入

3 繰入金

歳

383,928 651

出

384,579

予

1 一般会計繰

算

入金 383,928 6
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議案第36号 

 

島田市オープンイノベーション拠点施設条例について 

 

島田市オープンイノベーション拠点施設条例を次のとおり定める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市オープンイノベーション拠点施設条例 

（設置） 

第１条 島田市は、オープンイノベーションを促進することにより市内企業の生産性

の向上を図るため、オープンイノベーション拠点施設を設置する。 

 （名称、位置等） 

第２条 オープンイノベーション拠点施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

島田市オープンイノベーション拠点施設 島田市日之出町４番の１ 

２ 島田市オープンイノベーション拠点施設（以下「拠点施設」という｡)に、シェア

オフィス及びコワーキングスペースを置く。 

（使用の許可等） 

第３条 シェアオフィスを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけ

ればならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 前項の許可（以下「使用の許可」という｡)の期間は１年以内とし、更新をするこ

とができる。ただし、その更新の期間は、既にその者につき使用の許可をした期間

と合わせて２年（市長が特に必要があると認めるときは、市長が指定する期間）を

超えることができない。 

３ 第１項の規定は、前項の更新について準用する。 

４ コワーキングスペースを使用しようとする者は、あらかじめコワーキングスペー

スの使用の登録を行わなければならない。 

５ 市長は、拠点施設の管理上又は公益上必要があると認めるときは、使用の許可又

は前項の登録（以下「使用の許可等」という｡)に際し、条件を付し、又は必要な指

示をすることができる。 

（使用の不許可等） 

第４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可等をしないもの

とする。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認められるとき。 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第２号に掲げる暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそ

れがある組織の利益になると認められるとき。 
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(3) 市長が拠点施設の管理及び運営上支障があると認めるとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、市長が使用の許可等をすることが適当でないと認

めるとき。 

（使用の許可の取消し等） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可等を取り消し、

又は使用を制限し、若しくは停止させることができる。 

(1) 使用の許可等を受けた者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したと

き。 

(2) 使用の許可等を受けた者が第３条第５項の規定により付された使用の許可等の

条件に違反したとき。 

(3) 使用の許可等を受けた者が偽りその他不正の手段により使用の許可等を受けた

とき。 

(4) 使用の許可等を受けた後において、前条各号のいずれかに該当していることが

明らかとなったとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、市長が拠点施設の管理上使用させることが適当で

なくなったと認めるとき。 

２ 前項に定めるもののほか、市長は、公益のためやむを得ないと認めるときは、使

用の許可等を取り消し、使用の許可等をした事項を変更し、又は使用を制限し、若

しくは停止させることができる。 

３ 前２項の規定による取消し等により、使用の許可等を受けた者が損害を受けるこ

とがあっても、市は、その責めを負わない。 

（使用料） 

第６条 シェアオフィスの使用料は、別表のとおりとする。 

２ 使用の許可を受けた者（以下「使用者」という｡)は、前項の使用料を市長が指定

する日までに納付しなければならない。 

３ コワーキングスペースの使用料は、無料とする。 

（使用料の不還付） 

第７条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき

は、その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 使用者が自己の責めによらない理由によりシェアオフィスを使用することがで

きなくなったとき。 

(2) 使用者が使用の日前14日までに使用の許可の取消しを申し出たとき。 

(3) 使用者が第３条第１項後段の規定により許可を受けた事項を変更する許可を受

けたとき。 

（目的外使用等の禁止） 

第８条 使用者は、シェアオフィスを許可された目的以外に使用し、又は使用の権利

を他人に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（原状回復の義務） 

第９条 使用者は、シェアオフィスの使用が終わったとき、又は第５条第１項若しく

は第２項の規定により使用の許可を取り消され、若しくは使用を停止させられたと
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きは、直ちに原状に回復しなければならない。 

２ 使用者が前項に規定する義務を履行しないときは、市長がこれを代行し、その費

用を使用者から徴収するものとする。 

（特別設備の制限） 

第10条 シェアオフィスにおいては、特別な設備を設け、又は造作を加えてはならな

い。ただし、あらかじめ市長の許可を受けた者がこれらの行為をする場合は、この

限りでない。 

２ 前項ただし書の許可に伴い生ずる費用は、当該許可を受けた者の負担とする。 

３ 前条の規定は、第１項ただし書の許可を受けた場合について準用する。 

（必要措置の命令等） 

第11条 市長は、管理上必要があると認めるときは、使用者に対し必要な措置を執る

ことを命じ、又は入館者若しくは入館しようとする者に対し、入館を制限し、若し

くは退館を命ずることができる。 

（損害賠償の義務） 

第12条 故意又は過失により、拠点施設の建物、設備、備品その他の物件を損傷し、

又は滅失した者は、直ちに市長に届け出るとともに、市長が相当と認める損害の額

を市に賠償しなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認めるとき

は、この限りでない。 

（委任） 

第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年７月３日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

（準備行為） 

２ 使用の許可その他シェアオフィスの使用に関し必要な手続その他の行為は、この

条例の施行前においても、第３条から第７条まで及び第10条の規定の例により行う

ことができる。 
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別表（第６条関係） 

使用区分 使用料 

固定席Ａ １月につき１万1,000円 

固定席Ｂ １月につき１万1,000円 

固定席Ｃ １月につき１万1,000円 

固定席Ｄ １月につき１万1,000円 

固定席Ｅ １月につき１万1,000円 

備考 使用料の算定については、当該月の使用の期間が１月に満たないときは、１

月とみなす。 
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議案第37号 

 

島田市税条例の一部を改正する条例について 

 

島田市税条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市税条例の一部を改正する条例 

島田市税条例（平成17年島田市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

第34条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める。 

第36条の２第１項ただし書中「及び第36条の３の３第１項」を「並びに第36条の３

の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第36条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同

じ｡)（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４

項」を「次条第５項」に改める。 

第36条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という｡)は、公的年金

等支払者（所得税法第203条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という｡)の支払者

をいう。以下この条において同じ｡)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者 

(2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受ける

ものを除く｡)の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶

者（所得割の納税義務者（合計所得金額が900万円以下であるものに限る｡)の自

己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が95万円以下であるものに限る｡)をい

う。次号及び次項第３号において同じ｡)（退職手当等（第53条の２に規定する退

職手当等に限る。以下この号において同じ｡)に係る所得を有する者に限る｡)又は

扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所

得を有する者に限る｡)若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者で

あって、合計所得金額が85万円以下であるものに限る｡)を有する者 

(3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受ける

ものに限る｡)の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を

受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受けるべ
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き日の前日の現況において令第48条の９の７の３に定める金額に満たない者を除

く｡)であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若し

くは扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る｡)若しくは特定親

族（合計所得金額が85万円以下であるものに限る｡)を有する者 

第36条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第４項中「第48条の９の７の３」を「第48条の９の８」に改め、同項を同条第５

項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法

第317条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書

に」に、「法第317条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１

項の規定による申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第314条の２第１項第６号に規定する特別障害者又は

その他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又は

ひとり親に該当する場合にはその旨 

(3) 特定配偶者の氏名 

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(5) 前各号に掲げるもののほか、施行規則で定める事項 

第63条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては20万円」を削

り、「150万円」を「180万円」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

附則第７条の３第１項中「令和20年度」を「令和25年度」に、「令和７年」を「令

和12年」に改める。 

附則第７条の４中「又は附則第20条第１項」を「、附則第19条の３第１項又は附則

第20条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項又

は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む｡)」を加える。 

附則第17条の２第２項中「附則第34条の２第５項」を「附則第34条の２第６項」

に、「附則第34条の２第10項」を「附則第34条の２第12項」に改め、同条に次の１項

を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む｡)の場合において、所得割の納税義

務者が、租税特別措置法第31条の２第２項第13号から第15号までに掲げる土地等の

譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした時

において地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の地すべり防止区

域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条

第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又

は特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第56条第１項の浸水被害防
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止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住

宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

附則第19条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第19条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第38条の２第

１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、

譲渡所得及び雑所得については、第33条第１項及び第２項並びに第34条の３の規定

にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額

及び雑所得の金額として令附則第18条の６の４で定めるところにより計算した金額

（以下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という｡)に対し、

特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額

（次項第１号の規定により読み替えて適用される第34条の２の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）をいう｡)の100分の３に相当する金額に相当する市民

税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1) 第34条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

(2) 第34条の６から第34条の８まで、第34条の９第１項、附則第７条第１項及び附

則第７条の３第１項の規定の適用については、第34条の６中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額及び附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」と、第34条の７第１項前段、第34条の８、第34条の９第１項、附則第７条第

１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第34条の７第１項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第19条の３第１項の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3) 第35条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額若

しくは附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」

とする。 

(4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。 
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(1) 第36条の２第１項ただし書、第36条の３の２及び第36条の３の３の改正規定並

びに附則第６条の改正規定及び附則第７条の３第１項の改正規定（「令和20年

度」を「令和25年度」に改める部分及び「令和７年」を「令和12年」に改める部

分に限る｡)並びに次条第１項及び第２項の規定 令和９年１月１日 

(2) 第63条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

(3) 第34条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５条

の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限る｡)、附

則第９条の２の改正規定及び附則第17条の２の改正規定並びに次条第４項の規定

 令和10年１月１日 

(4) 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く｡)及び附則第19条の

２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融商品取

引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第 号）の

施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の島田市税条例第36条の３の３第１項

及び第２項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年

金等について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支

払を受けるべき公的年金等について提出した同号に掲げる規定による改正前の島田

市税条例第36条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例によ

る。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の島田市税条例附則第７条の３第１項及び

第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法

等の一部を改正する法律（令和８年法律第12号。以下この項において「所得税法等

改正法」という｡)第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26

号）第41条第１項に規定する居住用家屋（同条第16項の規定により同条第１項に規

定する居住用家屋とみなされる同条第16項に規定する特例居住用家屋を含む｡)若し

くは既存住宅（同条第17項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされ

る同条第17項に規定する特例既存住宅及び同条第35項の規定により同条第１項に規

定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む｡)若しく

は増改築等をした家屋（同条第17項の規定により同条第１項に規定する増改築等を

した家屋とみなされる同条第17項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該

増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る｡)又は同条第６項に規定する認定

住宅等（同条第18項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同

条第18項に規定する特例認定住宅等を含む｡)を同条第１項の定めるところによりそ

の者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日

前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第41条第１項に

規定する居住用家屋（同条第20項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋と

みなされる同条第20項に規定する特例居住用家屋を含む｡)若しくは既存住宅（同条

第35項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定

する要耐震改修住宅を含む｡)若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部
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分に限る｡)又は同条第10項に規定する認定住宅等（同条第21項の規定により同条第

10項に規定する認定住宅等とみなされる同条第21項に規定する特例認定住宅等を含

む｡)を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合について

は、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の島田市税条例附則第７条の４の規定は、

同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行日」とい

う｡)の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、４号施行

日の属する年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 前条第３号に掲げる規定による改正後の島田市税条例附則第17条の２第４項の規

定は、市民税の所得割の納税義務者が同号に掲げる規定の施行の日以後に行う同条

第１項の土地等の譲渡について適用する。 

５ 前条第４号に掲げる規定による改正後の島田市税条例附則第19条の３の規定は、

４号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の島田市税条例第63条の規定

は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和８年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第38号 

 

島田市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

島田市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市介護保険条例の一部を改正する条例 

島田市介護保険条例（平成17年島田市条例第94号）の一部を次のように改正する。 

第13条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、当該者が同項各号のいずれかに該当する者であることが明らかであり、

かつ、保険料の減額又は免除をする必要があると市長が認める場合は、この限りで

ない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第39号 

 

島田市火入れに関する条例の一部を改正する条例について 

 

島田市火入れに関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市火入れに関する条例の一部を改正する条例 

島田市火入れに関する条例（平成17年島田市条例第124号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第１項中「申し出なければ」を「申請しなければ」に改め、同条第２項中

「申出」を「規定による申請」に改める。 

第12条第１項中「、異常乾燥注意報」を「若しくは乾燥注意報が発表され、」に改

め、「火災警報」の次に「、林野火災注意報若しくは林野火災警報」を加え、同条第

２項中「とき、」を「場合」に、「、異常乾燥注意報又は火災警報」を「若しくは乾

燥注意報が発表され、若しくは火災警報、林野火災注意報若しくは林野火災警報」に

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第40号 

 

島田市民総合施設条例の一部を改正する条例について 

 

 島田市民総合施設条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

  令和８年６月３日提出 

 

                        島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市民総合施設条例の一部を改正する条例 

島田市民総合施設条例（平成17年島田市条例第107号）の一部を次のように改正す

る。 

別表の１ ホール利用料の表ホールの部平日の項中「7,700円」を「11,550円」

に、「11,000円」を「16,500円」に、「14,300円」を「21,450円」に、「33,000円」

を「49,500円」に改め、同部土曜日、日曜日、休日の項中「9,230円」を「13,840

円」に、「13,200円」を「19,800円」に、「17,150円」を「25,720円」に、「39,600

円」を「59,400円」に改め、別表の２ ホール冷暖房利用料の表冷房の項中「冷房」

を「冷暖房」に、「9,900円」を「9,420円」に、「13,200円」を「12,560円」に、

「15,400円」を「14,840円」に、「38,500円」を「36,820円」に改め、同表暖房の項

を削り、別表の３ 会議室等利用料の表大会議室の項中「3,950円」を「5,780円」

に、「5,270円」を「7,710円」に、「6,910円」を「10,110円」に、「16,160円」を

「24,240円」に改め、同表第１会議室の項から第３会議室の項までの規定中「760

円」を「1,140円」に、「970円」を「1,450円」に、「1,310円」を「1,960円」に、

「3,060円」を「4,590円」に改め、同表第４会議室の項中「650円」を「970円」に、

「870円」を「1,300円」に、「1,100円」を「1,650円」に、「2,630円」を「3,940

円」に改め、同表第５会議室の項中「 870円」を「1,270円」に、「1,200円」を

「1,690円」に、「1,410円」を「2,060円」に、「3,500円」を「5,250円」に改め、

同表第６会議室の項中「760円」を「1,140円」に、「970円」を「1,450円」に、

「1,310円」を「1,960円」に、「3,060円」を「4,590円」に改め、同表第７会議室の

項中「1,640円」を「2,460円」に、「2,100円」を「3,150円」に、「2,840円」を

「4,260円」に、「6,640円」を「9,960円」に改め、同表第８会議室の項及び第９会

議室の項中「430円」を「640円」に、「530円」を「790円」に、「760円」を「1,140

円」に、「1,740円」を「2,610円」に改め、同表第10会議室の項中「1,410円」を

「2,110円」に、「 1,800円」を「 2,700円」に、「 2,430円」を「 3,640円」に、

「5,690円」を「8,530円」に改め、同表第１多目的室の項中「2,320円」を「3,070

円」に、「3,130円」を「4,100円」に、「4,050円」を「5,370円」に、「9,510円」

を「 14,260円」に改め、同表第２多目的室の項中「 760円」を「 1,140円」に、

「1,100円」を「1,650円」に、「1,410円」を「2,110円」に、「3,280円」を「4,920

円」に改め、同表第３多目的室の項中「2,200円」を「3,300円」に、「2,960円」を
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「4,440円」に、「3,830円」を「5,740円」に、「9,000円」を「13,500円」に改め、

同表和室（大）の項中「1,970円」を「2,320円」に、「2,630円」を「3,090円」に、

「3,610円」を「4,260円」に、「8,230円」を「11,230円」に改め、同表和室（小）

の項中「760円」を「 1,140円」に、「970円」を「 1,450円」に、「 1,310円」を

「1,960円」に、「3,060円」を「4,590円」に改め、同表第１練習室の項中「1,530

円」を「2,290円」に、「1,970円」を「2,950円」に、「2,510円」を「3,760円」

に、「6,030円」を「9,040円」に改め、同表第２練習室の項及び第３練習室の項中

「760円」を「1,140円」に、「1,100円」を「1,650円」に、「1,410円」を「2,110

円」に、「3,280円」を「4,920円」に改め、同表第４練習室の項中「2,320円」を

「3,480円」に、「 3,130円」を「 4,690円」に、「 4,050円」を「 6,070円」に、

「9,510円」を「14,260円」に改め、同表展示ホールの項中「1,630円」を「2,440

円」に、「2,200円」を「3,300円」に、「3,300円」を「4,950円」に、「7,130円」

を「10,690円」に改め、同表体育室の項中「2,090円」を「3,130円」に、「2,810

円」を「4,210円」に、「3,630円」を「5,440円」に、「8,550円」を「12,820円」に

改め、同表調理室の項中「1,630円」を「2,440円」に、「2,200円」を「3,300円」

に、「2,730円」を「4,090円」に、「6,580円」を「9,870円」に改め、同表第１楽屋

の項及び第２楽屋の項中「650円」を「950円」に、「870円」を「1,270円」に、

「1,100円」を「1,620円」に、「2,630円」を「3,930円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公

布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の島田市民総合施設条例（以下「新条例」という｡)別表の規定は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という｡)以後の利用に係る利用料（新条例第14条第

１項に規定する利用料をいう。以下同じ｡)から適用し、施行日前の利用に係る利用

料については、なお従前の例による。 

（準備行為） 

３ 新条例の施行に伴って必要となる地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の

２第９項後段に規定する利用料金の承認は、この条例の施行前においても、新条例

の規定により定める額の範囲内で行うことができる。 
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議案第41号 

 

島田市金谷生きがいセンター条例の一部を改正する条例について 

 

 島田市金谷生きがいセンター条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

  令和８年６月３日提出 

 

                        島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市金谷生きがいセンター条例の一部を改正する条例 

島田市金谷生きがいセンター条例（平成17年島田市条例第108号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表の１ ホール等利用料の表を次のように改める。 

１ ホール等利用料 

利用区分 定員 

利用時間及び基本利用料 

午前 午後 夜間 全日 

午 前 ８ 時

30 分 か ら

正午まで 

午 後 １ 時

か ら 午 後

５時まで 

午 後 ６ 時

か ら 午 後

９ 時 30 分

まで 

午 前 ８ 時

30 分 か ら

午 後 ９ 時

30分まで 

夢
づ
く
り
会
館 

ホール 583人 7,990円 7,990円 7,990円 24,030円 

舞台 ― 780円 780円 780円 2,380円 

控室 ― 780円 780円 780円 2,380円 

パントリー ― 2,430円 2,780円 2,430円 9,040円 

健康づくりの部屋 150人 2,380円 2,380円 2,380円 7,200円 

学習の部屋 108人 1,570円 1,570円 1,570円 4,780円 

会議の部屋  32人 780円 780円 780円 2,380円 

料理の部屋  55人 2,380円 2,380円 2,380円 7,200円 

創作の部屋 ― 780円 780円 780円 2,380円 

五
和
会
館 

和室  40人 1,570円 1,570円 1,570円 4,780円 

茶室  10人 620円 710円 620円 2,310円 

 備考 

１ 利用者が営業を目的とした場合の利用料の額は、基本利用料の100パーセン

トに相当する額を加算した額とする。 

２ 市民及び市内に事務所又は事業所を有するもの以外のものが利用する場合の

利用料の額は、基本利用料の50パーセントに相当する額を加算した額とする。 

３ 許可を受けてこの表に掲げる利用時間以外の時間に利用する場合の利用料の
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額は、超過時間30分につき、午前８時30分より前の時間に利用する場合は午前

の基本利用料の、正午から午後１時までの間の時間に利用する場合は午後の基

本利用料の、午後５時から午後６時までの間の時間に利用する場合及び午後９

時30分より後の時間に利用する場合は夜間の基本利用料の額の30分当たりに相

当する額（その額に10円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を

加算する。 

 別表の２ 附帯設備利用料の表トレーニング機器の項中「100円」を「150円」に改

め、同表舞台音響機器の項及び舞台照明機器の項中「520円」を「780円」に改め、同

表舞台大道具の項中「舞台大道具」を「舞台設備」に、「520円」を「780円」に改

め、同表音響反射板の項中「3,190円」を「4,400円」に改め、同表16ミリ映写機の項

を削り、同表ビデオプロジェクターの項中「520円」を「780円」に改め、同表オー

バーヘッドプロジェクターの項を削り、同表ピアノの項中「ピアノ」を「グランドピ

アノ」に、「520円」を「780円」に改め、同項の次に次のように加える。 

アップライトピアノ １台 780円 

 別表の２ 附帯設備利用料の表陶芸窯の項中「2,120円」を「3,000円」に改め、同

表回転釜の項中「1,050円」を「1,470円」に改め、同表蒸し器の項中「520円」を

「780円」に改め、同表に次のように加える。  

発酵機 １台 1,100円 

ミンチ機 １台 520円 

展示用パネル １枚 100円 

別表の３ 冷暖房利用料の表中 

「 

                                   」 

「 

                                   」 

める。 

別表の４ 展示コーナー利用料の表中「1,050円」を「1,570円」に、「3,190円」

を「4,780円」に改める。 

 別表の５ テニスコート利用料の表中「260円」を「390円」に、「410円」を「610

円」に、「1,920円」を「2,880円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公

布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の島田市金谷生きがいセンター条例（以下「新条例」という｡)別表の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)以後の利用に係る利用料（新条

例第15条第１項に規定する利用料をいう。以下同じ｡)から適用し、施行日前の利用

に係る利用料については、なお従前の例による。 

（準備行為） 

舞台 1,050円 1,050円 1,050円 3,190円 

 

を 

舞台 1,590円 1,590円 1,590円 4,800円 

 

に改 
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３ 新条例の施行に伴って必要となる地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の

２第９項後段に規定する利用料金の承認は、この条例の施行前においても、新条例

の規定により定める額の範囲内で行うことができる。 
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議案第42号 

 

島田市薬学生修学資金貸与条例の一部を改正する条例について 

 

島田市薬学生修学資金貸与条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

島田市薬学生修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

島田市薬学生修学資金貸与条例（令和５年島田市条例第４号）の一部を次のように

改正する。 

第８条第１項第１号中「60月」を「、次に掲げる修学資金の貸与を受けた期間の区

分に応じ、それぞれに定める月数」に改め、同号に次のように加える。 

ア 36月以内 60月 

イ 37月以上48月以内 72月 

ウ 49月以上60月以内 84月 

エ 61月以上 96月 

第８条第２項中「60月」を「前項第１号に規定する月数」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第43号 

 

財産の取得について 

 

島田市消防団の装備に充てるため、次のとおり動産を取得する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 

 

１ 動産の種別及び数量 

消防ポンプ自動車 １台 

 

２ 購入金額 

32,120,000円 

 

３ 契約方法 

指名競争入札 

 

４ 購入先 

 東京都台東区浅草橋五丁目４番２号横山ビル３階 

 ジーエムいちはら工業株式会社 東京営業所 

 所長 真舘 知誉 
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議案第44号 

 

財産の取得について 

 

 小学校のＧＩＧＡスクール構想第２期対応情報機器に充てるため、次のとおり動産

を取得する。 

 

令和８年６月３日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代   

 

１ 動産の種別及び数量 

小学校児童用端末 3,180台 

 

２ 購入金額 

169,653,000円 

 

３ 契約方法 

随意契約 

 

４ 購入先 

静岡市葵区黒金町11番７号大樹生命静岡駅前ビル８階 

株式会社フューチャーイン 静岡支社 

支社長 佐々山 祥平 
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492,855

19 繰入金 2,

款

928,467 △21

補

,774 2,906,

正

693

2

前

1 諸収入 787,50

の

4 651 788,15
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5

22 市

補

債 1,903,700

　

△60,100 1,8

正
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正
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予
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算
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8

事
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59 △158,990
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別
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 明
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,000 △152,9

総
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2 

5

,018 293,38

国

9

庫

計

支

2,039,

出

503 △71,754

金

1,967,749

（

（

款）19 繰入金 （項）

項

1 基金繰入金

）

目 補正前の額 補　

2

正　額 計

 

国

1 財政調整基金繰入金

庫

2,016,020 △

補

22,774 1,99

助

3,246

金

14 青少年教育基金繰入金 0 1,000 1,000

計 2,855,952 △21,774 2,

歳

834,178

（款）

目

21 諸収入 （項）5 雑

補

入

目 補正

正

前の額 補　正　額 計

前

3 雑入 59

の

3,033 651 59

額

3,684

補

計 59

　

3,036 651 59

正

3,687

（款）22

　

　

市債 （項）1 市債

額

目 補正前の額

計

補　正　額 計

5 土木債 810,100 △60,100 750,000

計 1,903,700 △60,100 1,84

2

3,600

入

民生費国庫補助金 38

（

4,738 264 38

款

5,002

）

4 土木費国庫補助金

1

365,407 △72
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27,040

明

金 社会資本整備総合交

区

付金（道路・防災） △

　

15,840

　

道路メンテナンス事業

分

費補助金 △29,13

金

8

　

節
説

額

　　明
区　　分 金　額

（

（単位 :千円）

単

1 財政調整基金繰

位

入金 △22,774 財

 

政調整基金繰入金 △2

:

2,774

千

1 青少年教育基金繰入

円

1,000 青少年教育

）

基金繰入金 1,000

金

節
説　　明

区　　分 金　額

（単位 :千

1

円）

8 民生雑

社

入 651 後期高齢者医

会

療広域連合補助金 65

福

1

祉

節
説

費

　　明
区　　分 金　額

補

（単位 :千円）

助

1 道路橋りょう債

金

△60,100 公共事

2

業等債（市道） △60

6

,100

4 障害者総合支援事業費補助金 264

1 道路橋りょ

節

う費補助 △72,01

説

8 社会資本整備総合交

　

付金（道路・通常） △
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3 

民

ビ 2,584,987

生
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,121 264 1,8

（
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項

ス費

）
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1
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福
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歳
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-64-



　

金  1 介護保険事業

分

特別会計繰出金 2,2

金

28

    

 

 介護保険事業特別会

 

計職員給与費等繰出金

 

2,228

額

27 651繰出金  

説

1 後期高齢者医療事

　

業特別会計繰出金 65

　

1

     

 

後期高齢者医療事業特

 

別会計事務費繰出金 6

 

51

明

（

節

区　　分 金 

単

  額
説　　   明

位

（単位 :千円）

11

 

△1,000役務費  

:

1 幹線道路改良事業

千

△99,390

円

12 △800委託

）

料      色尾大柳

1

線改良事業（通常分）

2

△31,900

2

14 △95,39

,

0工事請負費     

1

 谷口中河線改良事業

3

（通常分） △14,4

4

00

16 △

委

2,000公有財産購

託

入費      細島南

料

部１号・６号線改良事

1

業（通常分） △5,1

8

00

21 △

 

200補償、補填及び

福

賠      中央公園

祉

道線改良事業（通常分

総

） △4,000

合

償金      往還

シ

下牛尾線改良事業（通

ス

常分） △10,810

テ

     緊

ム

急舗装補修対策事業（

費

防災・安全分） △33

2

,180

,

12 △53,600委

1

託料  1 橋りょう長

3

寿命化事業 △59,6

4

00

14 △6,000工事請負費      橋りょう長寿命化修繕・耐震事業 △59,600

  

節

区

 

　　分 金   額
説　

 

　   明

（単位 :

 

千円）

10 1,000

福

需用費  1 教材整備

祉

事業 1,000

節

総

     教材購入

合

経費 1,000

システム運用経費

区

2,134

　

27 2,228繰出

-65-



地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

      (単位：千円) 

区   分 
前々年度末 
現 在 高 

前 年 度 末 
現在高見込額 

当該年度中増減見込 
当該年度末 
現在高見込額 

当 該 年 度 中 
起 債 見 込 額 

当該年度中元金 

償 還 見 込 額 

  補正前 27,257,443 

 

27,710,875 

 

 

1,903,700 2,433,972 27,180,603 

 Ⅰ 普 通 債  補正額  △1,125,999 

 

 

621,000  △504,999 

  補正後 27,257,443 

 

26,584,876 

 

55555 

2,524,700 2,433,972 26,675,604 

１．総 務 

補正前 7,030,789 6,766,314 

aaaa 

35,500 389,857 

 

 

 

6,411,957 

補正額  △52,600   △52,600 

補正後 7,030,789 

 

6,713,714 35,500 389,857 6,359,357 

２．民 生 

補正前 134,480 122,317 19,300 20,197 121,420 

補正額  △200   △200 

補正後 134,480 122,117 19,300 20,197 121,220 

３．衛 生 

補正前 5,656,711 5,831,953 182,700 295,620 5,719,033 

補正額  △80,600 7,900  △72,700 

補正後 5,656,711 5,751,353 190,600 295,620 5,646,333 

４．農林業 

補正前 203,092 234,598 61,200 28,876 266,922 

補正額  △4,801   △4,801 

補正後 203,092 229,797 61,200 28,876 

 

262,121 

５．商 工 

補正前 15,893 9,866 0 6,027 3,839 

381 補正額  1   1 

補正後 15,893 9,867 0 

 

 

6,027 3,840 

６．土 木 

補正前 8,292,763 8,625,227 810,100 1,047,257 8,388,070 

補正額  △586,500 321,000  △265,500 

補正後 8,292,763 8,038,727 1,131,100 1,047,257 8,122,570 

７．消 防 

補正前 159,913 664,853 550,000 41,976 1,172,877 

補正額  △143,600 88,500  △55,100 

補正後 159,913 521,253 638,500 41,976 1,117,777 

８．教 育 

補正前 5,763,802 5,455,747 244,900 604,162 5,096,485 

補正額  △257,699 203,600  △54,099 

補正後 5,763,802 5,198,048 448,500 604,162 5,042,386 

Ⅱ 災害復旧債 

補正前 153,189 216,895 0 

 

21,957 194,938 

補正額  △27,201 2,900 

 

 △24,301 

補正後 153,189 189,694 2,900 21,957 170,637 

１．農林業 

補正前 5,011 49,439 0 1,347 48,092 

補正額  △25,300 2,900  △22,400 

補正後 5,011 24,139 2,900 

 

1,347 25,692 

２．土 木 

補正前 148,178 167,456 0 20,610 146,846 

補正額  △1,901   △1,901 

補正後 148,178 165,555 0 20,610 144,945 

  補正前 41,974,445 40,900,617 1,903,700 3,944,700 38,859,617 

 

 

合  計 補正額  △1,153,200 623,900  △529,300 

  補正後 41,974,445 39,747,417 2,527,600 

 

3,944,700 38,330,317 
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（再掲） 

合併特例事業債 

補正前 12,258,201 11,892,244 0 

 

966,612 10,925,632 

 補正額  △223,400 223,400   

補正後 12,258,201 11,668,844 223,400 966,612 10,925,632 

 

 ※前年度末現在高見込額における補正額は、借入不用額及び繰越明許費に係る繰越額 

 ※当該年度中起債見込額における補正額は、補正予算（第１号）及び繰越明許費に係る繰越額 
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,950

7 繰入金 1,685,

款

713 2,228 1,

補

687,941

正

歳　　入　　

前

合　　計 9,529,

の

125 4,455 9,

額

533,580

補　

補 正 額 の 財

正

 源 内 訳

款 補正前

　

の額 補 正 額 計 特 

額

   定    財 

計

   源 一  般

国県

歳

支出金 地方債 その他 財

 

  源

(単位 :千円

入

)歳　　出

 

1 総務費 2

歳

85,931 4,45

 

5 290,386 2,

出

227 2,228

 

歳

補

  出  合  計 9

 

,529,125 4,

正

455 9,533,5

 

80 2,227 2,2

予

28

 算 事 項 別 明 細 書
１　総　　括
歳　　入 (単位 :千円)

3 国庫支出金 2,127,723 2,227 2,129
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2 

国

45

（款）7 繰入金 （

庫

項）1 一般会計繰入金

支

目 補正前

出

の額 補　正　額 計

金

1 一般会計繰

（

入金 1,488,34

項

3 2,228 1,49

）

0,571

2

計 1,

国

488,343 2,2

 

庫

28 1,490,57

補

1

助金

歳

目 補正前の額 補　正　

　

額 計

5 総

入

務費補助金 1,815

（

2,227 4,042

款

計

）

534,318

3

2,227 536,5
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千円）

1 職員

明

給与費等繰入金 2,2

区

28 職員給与費等繰入

　

金 2,228

　分 金　額

（単位 :千円）

1 総務管理費補助金 2,227 介護保険システム改修事業費補助金 2,227

節
説

節
説　　明

区　

　

　分 金　額

（単位 :
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3 

総

35,728 4,45

務

5 240,183 2,

費

227 2,228

（項

計

）

23

1

5,728 4,455

総

240,183 2,2

務

27 2,228

管

 

理費

歳

補 正 額 

　

の 財 源 内 訳

目

出

補正前の額 補 正 額

（

計 特　定　財　源
一般

款

財源
国県支出金 地方債

）

その他

1

1 一般管理費 2
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　分 金   額
説　　   明

（単位 :千円）

12 4,455委託料  2 総務事務費 4,455

     介護保険総務

節

事務費 4,455

区　
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歳　　入　　合　　計 1,877,6

款

19 651 1,878

補

,270

正

補 

前

正 額 の 財 源 

の

内 訳

款 補正前の額 補

額

 正 額 計 特    

補

定    財    

　

源 一  般

国県支出金

正

地方債 その他 財  源

　

(単位 :千円)歳　

額

　出

計

1 総務費 13,2

歳

04 651 13,85

 

5 651

入

歳  出 

 

 合  計 1,877

歳

,619 651 1,8

 

78,270 651

出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１　総　　括
歳　　入 (単位 :千円)

3 繰入金 383,928 651 384,579
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2 

繰入金 （項）1 一般会

 

計繰入金

歳

目 補正前の額 補　正　

　

額 計

1 事

入

務費繰入金 55,08

（

0 651 55,731

款

計

）

383,928

3

651 384,579
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　明
区　　分 金　額

（単位 :千円）

1 事務費繰入金 651 事務費繰入金 651

節
説　
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3 

総

,185 651 4,8

務

36 651

費 （

計

項

4,185

）

651 4,836 65

1

1

総務管

 

理費

歳

補 正 額 

　

の 財 源 内 訳

目

出

補正前の額 補 正 額

（

計 特　定　財　源
一般

款

財源
国県支出金 地方債

）

その他

1

1 一般管理費 4
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　分 金   額
説　　   明

（単位 :千円）

11 651役務費  1 総務事務費 651

     総務事務費 651

節

区　
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